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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【経常収支比率とは】
　経常的に歳入する一般財源（市税や地方交付税など）のうち、経常的な歳出に充てる比率のことで、この比率が高いと、臨時的、投資的
経費（学校建設や道路整備事業など）に充たる割合が低くなり、財政が硬直した悪い状況といえる。これを良好に保つには、市税や不用遊
休財産の売却等による財産収入など、しばりのない収入を増やすとともに、人件費や施設の維持管理費、また、公債費などの義務的、経
常的経費の支出を抑制していかなければならない。
【類似団体との比較】
　経常収支比率を類似団体平均と比較すると、全体で４．５ポイント低い（良好）。これを費目別に比較分析すると、人件費、物件費、扶助
費、公債費で低く、補助費等で５．８ポイント高い。
【前年度との比較】
　全体で、１．４ポイント上がった。これを費目別にみると、扶助費が０．２ポイントさがったものの、人件費、公債費、補助費等で上がった。
【個別分析】
　人件費は、定年退職者の増加などにより、前年度に比べ、０．４ポイント上がったものの、類似団体平均に比べ、３．１ポイント低い。これ
は、新発田市行政改革推進計画の中で、定員管理の適正化を掲げ、平成１７年度から平成２２年度の５年間で８９名の職員削減に努めて
いること、また、給与の適正化として、平成２２年度までに、全職員を対象に人事評価を実施し、適正な給与体系を構築するために、努めて
いることによる。
　物件費は、類似団体平均に比べて、１．７ポイント低いが、これは、施設の維持管理費や一般管理費などの運営経費について、いかにコ
ストを抑えた中で、一定の効果を上げられるかを重視した予算編成に努めているためといえる。
  扶助費は、前年度に比べて、０．２ポイント低く、類似団体平均に比べても、２．５ポイント低い。高齢化と先行きの見えない経済状況の中
で、市が支援すべき社会的弱者の把握と適正な支援制度を構築していく必要がある。
　公債費は、平成１５年度、平成１７年度の市町村合併に伴い実施した事業に充てるために借り入れた合併特例債の元金の償還が平成１
９年度から始まったことから前年度に比べて１．２ポイント上がった。今後は、合併建設計画登載事業の事業年度、事業費を含めた財政計
画全体の見直しを図り、後年度の公債費に充てる一般財源を平準化していく必要がある。
　補助費等は、平成１６年度に策定した「負担金、補助及び交付金の見直し方針」により、その必要性・公益性や、費用対効果を検証しなが
ら執行することに努めているが、前年度に比べて、０．１ポイント、類似団体平均に比べて、５．８ポイント高い。更なる、検証を進める必要が
ある。
　



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 7,744,014 74,307 72,024 3.2
賃金（物件費） 403,698 3,874 3,134 23.6
一部事務組合負担金（補助費等） 1,229,875 11,801 4,389 168.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 828 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 8 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 219,606 2,107 2,754 ▲ 23.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 242,592 2,328 1,510 54.2
▲退職金 ▲ 1,284,179 ▲ 12,322 ▲ 8,804 40.0
合計 8,555,606 82,095 75,844 8.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.01 7.73 0.28
ラスパイレス指数 97.3 97.9 ▲ 0.6
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

4,281,457 41,083 41,928 ▲ 2.0

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 71 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 673,450 6,462 13,227 ▲ 51.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

1,017,168 9,760 2,157 352.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

92,418 887 2,425 ▲ 63.4

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

185 2 35 ▲ 94.3

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 3,660,491 ▲ 35,124 ▲ 32,393 8.4

合計 2,404,187 23,069 27,451 ▲ 16.0
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

- - - - - -

うち単独分 - - - - - -

7,889,545 74,783 - 62,051 - -

うち単独分 5,859,090 55,537 - 40,532 - -

6,585,319 62,725 ▲ 16.1 52,296 ▲ 15.7 ▲ 0.4

うち単独分 4,394,686 41,859 ▲ 24.6 33,281 ▲ 17.9 ▲ 6.7

6,040,440 57,961 ▲ 7.6 49,332 ▲ 5.7 ▲ 1.9

うち単独分 3,132,351 30,056 ▲ 28.2 29,329 ▲ 11.9 ▲ 16.3

過去５年間平均 6,838,435 65,156 ▲ 11.9 54,560 ▲ 10.7 ▲ 1.2

うち単独分 4,462,042 42,484 ▲ 26.4 34,381 ▲ 14.9 ▲ 11.5
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